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改正 現行 備 考 

Ⅲ 管制方式基準 

(Ⅲ) 飛行場管制方式 

３ 管制間隔 

【同一滑走路における間隔】 

(２) 同一の滑走路を使用する航空機相互間の間隔は、次の基準によるものとする。 

a～ｄ（略） 

後方乱気流管制方式 

ｅ 先行出発機と後続到着機が同方向に離着陸する場合であって、必要であると判断された 

ときは、後方乱気流に関する注意情報等の提供を行うものとする。(参照(Ⅰ)２(20)) 

【平行滑走路における間隔】 

後方乱気流管制方式 

(３)a（略） 

b 滑走路の中心線の間隔が760メートル(2,500フィート)未満の平行滑走路を使用して先

行出発機と後続到着機が同方向に離着陸する場合であって、必要であると判断されたとき

は、後方乱気流に関する注意情報等の提供を行うものとする。(参照(Ⅰ)２(20)) 

【交差滑走路及び非交差滑走路における間隔】 

(４) 交差滑走路又は飛行経路が交差する非交差滑走路をそれぞれ使用して離着陸する航空機

相互間の間隔は、次の基準によるものとする。 

a～ｄ（略） 

後方乱気流管制方式 

ｅ 次に掲げる場合であって、必要であると判断されたときは、後方乱気流に関する注意

情報等の提供を行うものとする。(参照(Ⅰ)２(20)) 

 

(Ⅳ) レーダー使用基準 

９ 速度調整 

【最大調整速度】 

(６) 最大調整速度の基準は、次のとおりとする。 

(a) 法第 82条の２各号に掲げる空域においては、(Ⅰ)２(22)の指示による場合を除き、

則179条第１項及び第２項に掲げる制限速度を超える速度調整は行わないものとする。 

(b)・(c) （略） 

 

 

 

Ⅲ 管制方式基準 

(Ⅲ) 飛行場管制方式 

３ 管制間隔 

【同一滑走路における間隔】 

(２) 同一の滑走路を使用する航空機相互間の間隔は、次の基準によるものとする。 

a～ｄ（略） 

後方乱気流管制方式 

ｅ 先行出発機と後続到着機が同方向に離着陸する場合であって、必要であると判断され 

たときは、後方乱気流に関する注意情報等の提供を行うものとする。(参照(Ⅰ)２(18)) 

【平行滑走路における間隔】 

後方乱気流管制方式 

(３)a（略） 

b 滑走路の中心線の間隔が760メートル(2,500フィート)未満の平行滑走路を使用して先

行出発機と後続到着機が同方向に離着陸する場合であって、必要であると判断されたとき

は、後方乱気流に関する注意情報等の提供を行うものとする。(参照(Ⅰ)２(18)) 

【交差滑走路及び非交差滑走路における間隔】 

(４) 交差滑走路又は飛行経路が交差する非交差滑走路をそれぞれ使用して離着陸する航空機

相互間の間隔は、次の基準によるものとする。 

a～ｄ（略） 

後方乱気流管制方式 

ｅ 次に掲げる場合であって、必要であると判断されたときは、後方乱気流に関する注意

情報等の提供を行うものとする。(参照(Ⅰ)２(18)) 

 

(Ⅳ) レーダー使用基準 

９ 速度調整 

【最大調整速度】 

(６) 最大調整速度の基準は、次のとおりとする。 

(a) 法第 82条の２各号に掲げる空域においては、(Ⅰ)２(20)の指示による場合を除き、

則179条第１項及び第２項に掲げる制限速度を超える速度調整は行わないものとする。 

(b)・(c) （略） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
誤記修正 
 
 
 
 
 
 
誤記修正 
 
 
 
 
 
 
 
誤記修正 
 
 
 
 
 
 
 
誤記修正 
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改正 現行 備 考 

(Ⅵ) 緊急方式 

２ 警急業務 

【措置基準】 

(１) 緊急機に対しては、次に掲げる基準により措置するものとする(航空保安業務処理規程第

２の２航空機の捜索救難処理規程参照)。 

緊急状態 緊急状態を知った管制機関 

（略） 

警戒の段階(Alert phase) 
１～３ （略） 

４ 航空機の航行性能が悪化したが、不時着のおそ

れがある程でないか、又は不時着の可能性が判断

できない旨の連絡があった場合。 

（略） 

（略） 

注１・注２ （略） 

 

Ⅳ 管制機関運用基準 
 

別表第３ 

様式 

番号 
書類名 

管制機関の種類 

ATM 
センタ

ー 

管制区

管制所 

ターミ

ナル 

管制所 

飛行場

管制所 

着陸 

誘導 

管制所 

（略） 

 (削る) (削る) (削る)    

（注１）・（注２） （略） 

 

Ⅴ 管制書類様式記入要領 
 

(削る) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(Ⅵ) 緊急方式 

２ 警急業務 

【措置基準】 

(１) 緊急機に対しては、次に掲げる基準により措置するものとする(航空保安業務処理規程第

２の２航空機の捜索救難処理規程参照)。 

緊急状態 緊急状態を知った管制機関 

（略） 

警戒の段階(Alert phase) 
１～３ （略） 

４ 航空機の航行性能が悪化したが、不時着のおそ

れがある程でない旨の連絡があった場合 

（略） 

（略） 

注１・注２ （略）  

 

Ⅳ 管制機関運用基準 
 

別表第３ 

様式 

番号 
書類名 

管制機関の種類 

ATM 
センタ

ー 

管制区

管制所 

ターミ

ナル 

管制所 

飛行場

管制所 

着陸 

誘導 

管制所 

（略） 

 ピークディ交通量報告書 ○ ○    

（注１）・（注２） （略） 

 

Ⅴ 管制書類様式記入要領 

10 ピークデイ交通量報告書 

毎年１月１日から６月30日まで及び７月１日から12月 31日までの各６ヶ月間において最も

交通量の多かった日について、次に掲げる事項について調査するものとする。 

(１) 各位置通報点の上空を飛行した航空機を分類して、各位置通報点ごとに上空通過機数を

算出する。軍用機、民間機及び高度の別は不要である。 

(２) 飛行場別の出発機数 

(３) 各位置通報点間の飛行回数を高度ごとに算出する。 

注 この統計の１日は0000(I)から2359(I)までとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
GADSS の導入に伴う改正 
「航空機の捜索救難に関する協

定」を反映 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「ピークデイ交通量報告書」の廃

止に伴う削除 
 

 
調査目的に応じ期間や対象を柔軟

に抽出し報告できる体制となって

いるため廃止。 
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改正 現行 備 考 

10 管制ストリップ 

（略） 

11 各様式の保存期間 

様式番号 保存期間 備 考 

（略） 

(削る) 

（略） 

(削る) 

（略） 

 

 
 

 

 

11 管制ストリップ 

（略） 

12 各様式の保存期間 

様式番号 保存期間 備 考 

（略） 

ピークデイ交通量報告書 

（略） 

〃 

（略） 

 

 

 

項番の変更 
 
 
項番の変更 
 
 
 
「ピークデイ交通量報告書」の廃

止に伴う削除 
 
 

 


